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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第111期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第112期 
第１四半期連結
累計(会計)期間

第111期

会計期間

自  平成21年
    ２月１日
至  平成21年
    ４月30日

自  平成22年
    ２月１日
至  平成22年
    ４月30日

自  平成21年
    ２月１日
至  平成22年
    １月31日

売上高 (千円) 2,666,0862,399,48410,713,219

経常利益 (千円) 554,117 355,9022,045,076

四半期(当期)純利益 (千円) 318,317 204,361 813,964

純資産額 (千円) 25,130,35425,788,29725,640,377

総資産額 (千円) 34,314,39635,247,21335,109,374

１株当たり純資産額 (円) 408.51 419.29 416.88

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 5.17 3.32 13.23

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 73.2 73.2 73.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 228,607 269,5502,255,464

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △184,427△1,740,442△911,807

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △156,498△153,214△376,854

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,517,7211,972,7353,596,842

従業員数 (名) 145 135 144

(注) １  売上高には、消費税等は含まれていない。

２  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため、記載していない。

３  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の経営指標等の推移については記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はない。

  また、主要な関係会社についても異動はない。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年４月30日現在

従業員数(名) 135(435)

(注) １  従業員数は、就業人員である。

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員である。
　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年４月30日現在

従業員数(名) 48( 91)

(注) １  従業員数は、就業人員である。

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの事業について、(1)生産実績、(2)受注実績の該当事項はない。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

ある。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(%)

不動産賃貸関連事業 1,406,703 98.5

娯楽サービス関連事業 667,954 78.0

飲食その他事業 324,826 85.1

合計 2,399,484 90.0

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去している。

２  主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

日本中央競馬会 614,854 23.1 580,117 24.2

３  上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変動はない。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はない。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものである。

　

(1)経営成績の分析

当第１四半期におけるわが国経済は、緊急経済対策を始めとする政策効果を背景に、企業収益は改善し

民間設備投資も下げ止まりつつあり、雇用情勢や個人消費に持ち直しの動きが見られるものの、欧州を中

心とした金融市場の変動やデフレの影響など、依然として景気の下押しリスクが存在する先行き不透明

な状況となった。

このような状況下にあって当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高は2,399百万円と前年同四半期

に比べ266百万円(10.0%)の減収となり、営業利益は330百万円と前年同四半期に比べ171百万円(34.2%)の

減益、経常利益は355百万円と前年同四半期に比べ198百万円(35.8%)の減益、四半期純利益は204百万円と

前年同四半期に比べ113百万円(35.8%)の減益となった。
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事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。

(不動産賃貸関連事業)

不動産賃貸事業では、主力の楽天地ビルは引き続き堅調に稼働し、安定的な収益確保を目的として取得

したテナントビル「西葛西ビル」（昨年12月取得）や「北新宿ビル」（本年３月25日取得）が売上高に

寄与し始めたが、一部のテナントにおいて賃料減額があったので、前年同四半期並みとなった。

ビルメンテナンス事業では、官公庁関係において新規の受注があったものの、大口契約先における期間

満了やホテル向けリネン事業からの撤退などにより、前年同四半期を下回った。

  以上の結果、不動産賃貸関連事業の売上高は1,406百万円と前年同四半期に比べ21百万円(1.5%)の減収

となり、営業利益は634百万円と前年同四半期に比べ54百万円(7.9%)の減益となった。

  (娯楽サービス関連事業)

映画興行事業では、「アバター」「アリス・イン・ワンダーランド」の両３Ｄ作品をはじめ、「ドラえ

もん」シリーズなどが好稼働したので、前年同四半期を上回った。

  温浴事業では、「楽天地天然温泉  法典の湯」は周辺地域のお客様の支持を得て引き続き堅調に推移

したが、「楽天地グランドサウナ」ならびに「楽天地レディスサウナ」を本年１月31日をもって閉鎖し

た影響が大きく、前年同四半期を大幅に下回った。なお、本年４月28日に男性専用温浴施設「天然温泉  

楽天地スパ」を新たに開業した。

  ゲームセンター事業では、レジャーに対する消費マインドの冷え込みが続く中、昨年５月には「楽天地

フットサルコート錦糸町」にミニコートを設置し、同年11月には「タイトーＦステーション  ララガー

デン川口店」をオープンさせるなどの打開策をとったが、本年１月31日に「ゲームスポットＲ浅草」を

閉鎖したので前年同四半期を下回った。

  なお、ボウリング事業部門である「楽天地浅草ボウル」は浅草事業場再開発のため、本年１月31日を

もって閉館した。

  以上の結果、娯楽サービス関連事業の売上高は667百万円と前年同四半期に比べ187百万円(22.0%)の減

収となり、571千円の営業損失（前年同四半期は76百万円の営業利益）となった。

  (飲食その他事業)

飲食事業では、ドトールコーヒー系フランチャイズ店11店は、提携店共通で使用できるポイントカード

「Ｔカード」の導入や当社グループ独自のスタンプカードを発行するなど販促強化に努めたが、近隣競

合店との競争の影響を受け、前年同四半期を下回った。なおイタリアンレストラン「トラットリア  トム

トム」は、本年１月31日をもって当社との業務委託契約を解消し、引き続き楽天地ビルのテナントとして

営業している。

  その他の事業では、たばこ販売、宝くじ販売とも販売額減少の傾向に歯止めがかからず、前年同四半期

を下回った。

  以上の結果、飲食その他事業の売上高は324百万円と前年同四半期に比べ56百万円(14.9%)の減収とな

り、営業利益は14百万円と前年同四半期に比べ9百万円(38.3%)の減益となった。

　

なお、平成17年以前に当社子会社において、元社長が私的流用をしていたことが判明した。役員・従業

員一同、この事実を重く受け止め、信頼回復に向けて、再発防止に努めるとともに、コンプライアンスの徹

底、内部統制システムの強化に全力を挙げて取り組む所存である。
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(2) 財政状態の分析

①  資産

当第１四半期連結会計期間末における総資産は35,247百万円と前連結会計年度末に比べ137百万円の

増加となった。これは主として、現金及び預金724百万円の減少、有価証券1,398百万円の減少、建物及び構

築物534百万円の増加、土地1,339百万円の増加によるものである。

②  負債

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は9,458百万円と前連結会計年度末に比べ10百万円の

減少となった。これは主として、未払法人税等91百万円の減少、賞与引当金66百万円の増加、役員退職慰労

引当金81百万円の減少によるものである。

③  純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は25,788百万円と前連結会計年度末に比べ147百万

円の増加となった。これは主として、利益剰余金19百万円の増加、その他有価証券評価差額金128百万円の

増加によるものである。

　

(3)キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、1,972百万円と前連結会計年度末に比べ

1,624百万円(45.2%)の減少となった。

  当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりである。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

  営業活動によるキャッシュ・フローは269百万円の増加（前年同四半期は228百万円の増加）となっ

た。これは主として、税金等調整前四半期純利益395百万円、減価償却費307百万円、法人税等の支払額261

百万円によるものである。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

   投資活動によるキャッシュ・フローは1,740百万円の減少（前年同四半期は184百万円の減少）と

なった。これは主として、有形固定資産の取得による支出2,265百万円、有価証券の売却による収入500百

万円、受入保証金の償還による支出126百万円によるものである。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

  財務活動によるキャッシュ・フローは153百万円の減少（前年同四半期は156百万円の減少）となっ

た。これは主として、配当金の支払額152百万円によるものである。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はない。

　

(5)研究開発活動

該当事項なし。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、以下の設備を取得している。

　

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物及び
構築物

土地
(面積㎡）

その他 合計

提出会社 　 　 　 　 　 　 　 　

北新宿ビル 東京都新宿区
不動産賃貸
関連事業

賃貸ビル
(食品スーパー)

253,042
 1,339,050
(1,294.16)

4,4661,596,560－

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はない。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 219,223,000

計 219,223,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 65,112,18765,112,187
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
1,000株である。

計 65,112,18765,112,187― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年４月30日 ― 65,112,187 ― 3,046,035 ― 3,378,537

　

(6) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載を確認できず、記載するこ

とができないので、直前の基準日である平成22年１月31日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― 　

議決権制限株式(自己株式等) ― ― 　

議決権制限株式(その他) ― ― 　

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 3,606,000

― 　

完全議決権株式(その他) 普通株式60,960,000 60,960 注１

単元未満株式 普通株式   546,187― 注２

発行済株式総数 65,112,187― ―

総株主の議決権 ― 60,960 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含まれてい

る。

 ２  「単元未満株式」には株式会社東京楽天地所有の自己株式156株を含む。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東京楽天地

東京都墨田区江東橋
四丁目27番14号

3,606,000 ― 3,606,0005.54

計 ― 3,606,000 ― 3,606,0005.54

(注)  株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が2,000株（議決権２個）ある。なお、当該

株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれている。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
２月

３月 ４月

最高(円) 364 364 370

最低(円) 354 355 357

(注)  最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

  なお、前第１四半期連結累計期間(平成21年２月１日から平成21年４月30日まで)は、改正前の連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成22年２月１日から平成22年４月30日まで)および当第１

四半期連結累計期間(平成22年２月１日から平成22年４月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則

に基づいて作成している。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成21年２月１

日から平成21年４月30日まで)の四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期レビュー

を受け、当第１四半期連結会計期間(平成22年２月１日から平成22年４月30日まで)および当第１四半期連

結累計期間(平成22年２月１日から平成22年４月30日まで)の四半期連結財務諸表については、有限責任監

査法人トーマツにより四半期レビューを受けている。

  なお、有限責任監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって監査法人

トーマツより名称変更している。　
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,145,264 1,869,677

売掛金 300,731 268,588

有価証券 2,668,718 4,067,026

その他 528,032 519,474

貸倒引当金 △1,236 △1,115

流動資産合計 4,641,510 6,723,652

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 17,812,723 17,277,850

土地 4,427,699 3,088,648

その他（純額） 661,723 389,055

有形固定資産合計 ※
 22,902,146

※
 20,755,554

無形固定資産 233,626 228,040

投資その他の資産

投資有価証券 5,172,804 4,926,466

その他 2,297,126 2,475,659

投資その他の資産合計 7,469,930 7,402,126

固定資産合計 30,605,703 28,385,721

資産合計 35,247,213 35,109,374
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年１月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 446,114 394,109

未払法人税等 180,961 272,008

賞与引当金 118,072 51,660

アスベスト対策工事引当金 100,000 100,000

事業整理損失引当金 400,000 400,000

その他 1,604,331 1,580,191

流動負債合計 2,849,480 2,797,970

固定負債

退職給付引当金 484,552 500,903

役員退職慰労引当金 80,135 161,858

受入保証金 6,044,748 6,008,265

固定負債合計 6,609,435 6,671,026

負債合計 9,458,915 9,468,997

純資産の部

株主資本

資本金 3,046,035 3,046,035

資本剰余金 3,378,537 3,378,537

利益剰余金 20,384,692 20,364,849

自己株式 △1,409,553 △1,409,307

株主資本合計 25,399,711 25,380,114

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 388,586 260,263

評価・換算差額等合計 388,586 260,263

純資産合計 25,788,297 25,640,377

負債純資産合計 35,247,213 35,109,374
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年２月１日
　至 平成21年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年２月１日
　至 平成22年４月30日)

売上高 2,666,086 2,399,484

売上原価 1,888,232 1,764,633

売上総利益 777,853 634,850

一般管理費 ※１
 275,497

※１
 304,478

営業利益 502,355 330,372

営業外収益

受取利息 17,684 13,518

受取配当金 12,368 12,294

持分法による投資利益 32,802 32,467

その他 4,539 5,804

営業外収益合計 67,394 64,084

営業外費用

支払利息 13,188 22,611

固定資産除却損 2,443 11,569

その他 － 4,372

営業外費用合計 15,632 38,553

経常利益 554,117 355,902

特別利益

受取弁済金 － ※２
 24,667

役員退職慰労引当金戻入額 － ※３
 14,923

特別利益合計 － 39,590

税金等調整前四半期純利益 554,117 395,493

法人税等 ※４
 235,800

※４
 191,131

四半期純利益 318,317 204,361
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年２月１日
　至 平成21年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年２月１日
　至 平成22年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 554,117 395,493

減価償却費 284,182 307,055

退職給付引当金の増減額（△は減少） △15,046 △16,351

受取利息及び受取配当金 △30,052 △25,812

支払利息 13,188 22,611

持分法による投資損益（△は益） △32,802 △32,467

有形固定資産除却損 2,443 11,569

売上債権の増減額（△は増加） 28,313 △32,142

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,029 △4,474

仕入債務の増減額（△は減少） 55,310 52,004

未払消費税等の増減額（△は減少） △3,601 △2,466

未払費用の増減額（△は減少） △44,285 △124,557

その他 △54,017 △39,426

小計 752,721 511,035

利息及び配当金の受取額 22,422 22,140

利息の支払額 △7,820 △2,122

法人税等の支払額 △538,716 △261,503

営業活動によるキャッシュ・フロー 228,607 269,550

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △25,801 △2,265,351

有価証券の売却による収入 800,000 500,000

投資有価証券の取得による支出 △300,000 －

貸付けによる支出 △500,060 －

受入保証金の増加による収入 163 56,517

受入保証金の償還による支出 △285,232 △126,033

保険積立金の解約による収入 123,913 106,237

その他 2,589 △11,811

投資活動によるキャッシュ・フロー △184,427 △1,740,442

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △3,586 △246

配当金の支払額 △152,912 △152,968

財務活動によるキャッシュ・フロー △156,498 △153,214

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △112,318 △1,624,106

現金及び現金同等物の期首残高 2,630,040 3,596,842

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,517,721

※
 1,972,735
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

     当第１四半期連結会計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年４月30日）

      該当事項なし。

　

【簡便な会計処理】

項目
当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年２月１日  
至  平成22年４月30日)

固定資産の減価償却費の算
定方法
 

  固定資産の年度中の取得、売却および除却等の見積りを考慮した予算を策定してお
り、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定する方法によっている。

繰延税金資産の算定方法   繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、
かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計
年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方
法によっている。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

項目
当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年２月１日  
至  平成22年４月30日)

税金費用の計算
 

  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期
純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益
に当該見積実効税率を乗じて計算している。
  なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示している。

　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年４月30日)

前連結会計年度末
(平成22年１月31日)

※  有形固定資産から控除した減価償却累計額
                                   20,202,498千円

※  有形固定資産から控除した減価償却累計額
                                   19,982,091千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年２月１日 
  至  平成21年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年２月１日 
  至  平成22年４月30日)

※１ 一般管理費のうち主要項目は次のとおりである。

       人件費                         205,584千円

       うち賞与引当金繰入額            26,959千円

       うち役員賞与引当金繰入額        10,502千円

       うち退職給付引当金繰入額         9,263千円

       うち役員退職慰労引当金繰入額    10,782千円

       減価償却費                       4,006千円

※２           ──────────

 

※３           ──────────

 

※４ 税金費用については、法人税、住民税及び事業　

     税と法人税等調整額を含めた金額を法人税等と

     して一括表示している。

※１ 一般管理費のうち主要項目は次のとおりである。

       人件費                         209,392千円

       うち賞与引当金繰入額            29,768千円

       うち役員賞与引当金繰入額         7,454千円

       うち退職給付引当金繰入額        10,843千円

       うち役員退職慰労引当金繰入額     9,200千円

       減価償却費                       5,201千円

※２ 当社子会社元社長が過年度において私的に流用し

     たと判明した金銭について全額弁済させ、同額を

     特別利益として計上したものである。 

※３ 上記当社子会社元社長への退職慰労金支払い予定

     額を全額不支給としたため、同額を特別利益に計

     上したものである。

※４                   同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年２月１日 
  至  平成21年４月30日)

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成22年２月１日 
  至  平成22年４月30日)

※  現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末

残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,491,552千円

有価証券勘定 3,468,508千円

      計 4,960,060千円

預入期間が３か月超の定期預金 △39,335千円

償還期間が３か月超の債券等 △2,403,003千円

現金及び現金同等物 2,517,721千円
 

※  現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末

残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,145,264千円

有価証券勘定 2,668,718千円

      計 3,813,982千円

預入期間が３か月超の定期預金 △39,344千円

償還期間が３か月超の債券等 △1,801,902千円

現金及び現金同等物 1,972,735千円

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年４月30日)および当第１四半期連結累計期間(自 平成22年２月１日

 至 平成22年４月30日)

１  発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

　 株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

発行済株式 (株) 普通株式 65,112,187

自己株式 (株) 普通株式 3,606,835

　

２  新株予約権等に関する事項

     該当事項なし。

　

３  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円  銭)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年４月28日
定時株主総会

普通株式 184,518 3.00平成22年１月31日 平成22年４月30日 利益剰余金

　
  (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

    該当事項なし。　
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年２月１日  至  平成21年４月30日)

　
不動産賃貸  
関連事業
（千円）

娯楽サービス
関連事業
（千円）

飲食その他  
事業
（千円）

計
（千円）

消去
又は全社
（千円）

連結
（千円）

売  上  高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

1,428,588855,867381,6292,666,086 ― 2,666,086

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

131,066 306 397 131,770(131,770) ―

計 1,559,654856,174382,0272,797,856(131,770)2,666,086

営 業 費 用 871,227780,075357,8482,009,152154,5782,163,730

営 業 利 益 688,42776,098 24,178788,704(286,348)502,355

(注) 1. 事業区分は主として内部管理上採用している区分によっている。

 2. 各事業区分の主要事業内容

     不動産賃貸関連事業  ・・・・土地建物の賃貸、ビルメンテナンスの経営

     娯楽サービス関連事業・・・・映画館、温浴施設、ボウリング場、ゲームセンターの経営

     飲食その他事業        ・・・・飲食店、ダービービル売店の経営

 3. 営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は275,497千円であり、その主なもの

は、 

       連結財務諸表提出会社および連結子会社の管理部門に係る費用である。　

 4. 金額には消費税等は含まれない。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年２月１日  至  平成22年４月30日)

　
不動産賃貸  
関連事業
（千円）

娯楽サービス
関連事業
（千円）

飲食その他  
事業
（千円）

計
（千円）

消去
又は全社
（千円）

連結
（千円）

売  上  高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

1,406,703667,954324,8262,399,484 ― 2,399,484

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

96,651 ― 226 96,877(96,877) ―

計 1,503,354667,954325,0522,496,362(96,877)2,399,484

営 業 費 用 869,031668,526310,1381,847,696221,4162,069,112

営業利益（△は営業損失） 634,323 △571 14,913648,665(318,293)330,372

(注) 1. 事業区分は主として内部管理上採用している区分によっている。

 2. 各事業区分の主要事業内容

     不動産賃貸関連事業  ・・・・土地建物の賃貸、ビルメンテナンスの経営

     娯楽サービス関連事業・・・・映画館、温浴施設、ゲームセンターの経営

     飲食その他事業        ・・・・飲食店、ダービービル売店の経営

 3. 営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は304,478千円であり、その主なもの

は、 

       連結財務諸表提出会社および連結子会社の管理部門に係る費用である。　

 4. 金額には消費税等は含まれない。
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【所在地別セグメント情報】

     前第１四半期連結累計期間(自  平成21年２月１日  至  平成21年４月30日)

        在外子会社および重要な在外支店がないため、記載事項なし。

　

     当第１四半期連結累計期間(自  平成22年２月１日  至  平成22年４月30日)

        在外子会社および重要な在外支店がないため、記載事項なし。

　

【海外売上高】

    前第１四半期連結累計期間(自  平成21年２月１日  至  平成21年４月30日)

       海外売上高がないため、記載事項なし。

　

    当第１四半期連結累計期間(自  平成22年２月１日  至  平成22年４月30日)

       海外売上高がないため、記載事項なし。

　

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年４月30日)

前連結会計年度末
(平成22年１月31日)

１株当たり純資産額 419円29銭
　

１株当たり純資産額 416円88銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年２月１日 
 至  平成21年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年２月１日 
 至  平成22年４月30日)

１株当たり四半期純利益 5円17銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

１株当たり四半期純利益 3円32銭

同左
　

(注)  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年２月１日 
 至  平成21年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年２月１日 
 至  平成22年４月30日)

四半期純利益(千円) 318,317 204,361

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 318,317 204,361

普通株式の期中平均株式数(株) 61,520,282 61,505,683

　

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

２【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年６月５日

株式会社東京楽天地

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　 田　 三　 夫　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　 本 　貴 　子　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京楽天地の平成21年２月１日から平成22年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成21年２月１日から平成21年４月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京楽天地及び連結子会社の平成21

年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年６月４日

株式会社東京楽天地

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    井    新 太 郎    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    藤    本    貴    子    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京楽天地の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成22年２月１日から平成22年４月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年２月１日から平成22

年４月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京楽天地及び連結子会社の平成22

年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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